
府省名 外務省 ６月３日（火）

令和6年度
予算事業ID 事業名

令和６年度
補正後予算額
（単位：千円）

令和７年度
当初予算額
（単位：千円）

選定基準 事業概要 具体的な選定理由 備考

001073
語学指導等を行う外国青年
招致事業（ＪＥＴプログラム）

120,516 139,148

イ　事業の規模が大きく、又は政策の
優先度の高いもの

地方公共団体等が、関係省庁（総務省、外務省、文部科学省）及び
（一財）自治体国際化協会の協力の下、外国語指導助手（ALT）、国際
交流員（CIR）及びスポーツ国際交流員（SEA）を招致する事業。日本
における外国語教育の充実と地域レベルでの国際交流の進展を図
り、諸外国との相互理解と日本の国際化を促進することを目的とす
る。外務省は在外公館を通じ、募集・広報、選考及び事前研修を実施
するとともに、日本のサポーターであるＪＥＴＡＡ（元ＪＥＴ参加者の会）
による対日理解促進や草の根交流活動等への支援を行っている。

人的交流を通じて各国に親日層・知日層を形成し、外交活動に活用するという優先度の高い
政策であり、長期的・継続的に実施してきており、今後も長期的な取組が見込まれるため、公
開点検を行うことが有意義であると考える。

001150
国際機関職員派遣信託基金
（JPO）拠出金

4,340,199 1,597,764

イ　事業の規模が大きく、又は政策の
優先度の高いもの

ジュニア・プロフェッショナル・オフィサー（JPO）派遣制度は、各国政府
の費用負担を条件に国際機関が若手人材を受け入れる制度で、本拠
出金は、個別に日本とJPO派遣制度に係る取決めを交わしている国
際機関に拠出され、派遣されるJPOの派遣費用に充てられる。

国際機関における邦人職員増強は我が国の重要政策の1つであり、JPO派遣制度は同政策
達成における主力として継続的に実施してきており、今後も長期的な取組が見込まれるた
め、公開点検を行うことが有意義であると考えられる。

018744
独立行政法人国際交流基金
運営費交付金（海外日本研
究・国際対話事業）

909,262 869,984

イ　事業の規模が大きく、又は政策の
優先度の高いもの

各国・地域の日本研究状況及び日本研究振興のためのニーズを把握
し、長期的な視点から対日理解の深化及び対日関心の維持拡大に資
するよう、海外の日本研究者、日本研究機関の支援を行う。また、日
本と各国・地域の各界各層にわたる信頼醸成及び相互理解促進のた
め、共通の関心テーマや国際的重要課題について、対話・共同研究、
人的交流事業を実施・支援するとともに、そのための人材育成に資す
る事業の実施・支援を行う。

政策の優先度が高く、また継続的に実施し、今後も長期的な取組が見込まれることから、外
部の視点による点検を行うことが有効と考えられるため。

（注１）公開プロセス開催日が確定していない府省にあっては、「○月△日頃」等の大まかな記載で差し支えない。 
 （注２）事業番号欄には、令和6年度（2024シート）の6桁の予算事業IDを記載する。

（注３）対象事業は事業単位で対象とすることとし、事業の一部のみを対象としないこと（なお、特に議論する必要のある箇所については、論点において整理すること。）。

（注４）選定基準欄は、「行政事業レビュー実施要領」の第２部３（１）①のア～カのいずれに該当するかについて記載する。

ア　アウトカムの設定など、ＥＢＰＭに係る観点から点検する必要があるもの
イ　事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの
ウ　長期的又は継続的に取り組んでいる事業等で、執行方法、制度等の改善の余地が大きいと考えられるもの
エ　事業の執行等に関して、国会の審議はもとより、会計検査院、総務省行政評価局、マスコミなど内外から問題点を指摘されたもの
オ　現年度に政策評価における実績評価の対象となる施策に関連するもの（複数も可）
カ　その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断されるもの

〇「行政事業レビュー実施要領」（抄）
第２部３（１）①

令和7年度行政事業レビュー  公開プロセス対象事業リスト

（１）海外日本研究や国際対話をめぐる近年の環境変化を踏まえた事業展
開を行っているか。
（２）本事業は、我が国にどのように裨益するか。

公開プロセス開催日

想定される論点

（１）国際秩序が転換点を迎える中で、内外の情勢の変化を踏まえ、どのよ
うな政策的意義ががあるか。
（２）事業の効果的な実施のため、どのような改善が可能か。

（１）国際社会が複合的な危機に直面し、国際情勢が一層深刻化する中、
どのような政策的意義があるのか。
（２）国連をはじめとする国際機関において新規採用凍結や財政難が継続
する中、JPO派遣制度を通じた邦人職員の更なる増加に向け、どのような
改善が可能か。


